
局 部 課

3 年度

9

10

57

173% 148%

49

達成率

令和3年度 令和4年度 令和5年度

新規就農相談窓口の相談件数

当該指標を選定した理由 新規就農者の確保を図る数値として適切であるため

目標値の設定根拠・算出方法 過去5年間の実績の平均値から目標値を算出（コロナ禍で相談件数の多い令和2～４年は除く）

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 33 33 33

実績値

実績値 11 8

達成率 122% 89%

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

点検対象年度

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

新規就農者数 人

目標値 9 9 9 9

当該指標を選定した理由 新たに農業に取り組む人数を図る数値として選定

目標値の設定根拠・算出方法 堺市農業振興ビジョン

人

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

・新規就農相談窓口を設置し、就農相談者に対して助言を行うとともに、農地の紹介や府・市の補助事業による設備導

入支援、国の交付金などによる支援を行うことで、安定した就農につなげる。

・既存農家に対しても、研修会の開催や府・市の補助事業により設備導入への支援を行う。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 農業者

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

7

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

新たに就農する者を確保・育成するとともに、既存農家の経営改善等を支援し、多様な担い手が農地を活用することによ

り、本市農業の振興を図る。

5

農業者（販売農家）、新規就農者、就農を目指す者
対象数 単位

800

公民連携・協働事業

点検対象年度 令和

施策4.人や企業を惹きつける都市魅力 ～Attractive～ (7) 次世代につなげる農業の促進

ゴール⑵飢餓をゼロに ターゲット

―

― 目標値

　 ─

令和5年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和4年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

事務事業名 農業担い手支援事業 事業番号 015-038

担当部署名 産業振興 農政 農水産

Ⅰ．基本情報

有 取組 農業経営の基盤強化、スマート農業の推進

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ②持続可能な農業振興

2 関連計画

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

2.3,2.4

―

有

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

事業開始年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

4

事業の概要

実施根拠 農業経営基盤強化促進法、大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例、堺ファーマー支援事業

補助金交付要綱、堺市機構集積協力金交付要綱、堺市農業次世代人材投資事業資金交付要綱（根拠法令、条例等）

指標名

無 現状値

年度

堺市農業振興ビジョン

人



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

令和4年度

8

2,239

279,875

予算

決算 0 0 その他（旅費、使用料及び賃借

料など）

決算R4

0 0

1,000

1,968 1,968

予算

30,609

50,859

当初予算

うち

一般財源

130

R5 予算 4,500 0 R5

新規就農者育成総合対策（経営

開始資金）

R4

決算 当初予算 決算

堺ファーマー支援事業（市単費）
R4 決算 7,681 7,681

会計年度任用職員報酬
R4 決算

堺ファーマー支援事業（大阪版認

定農業者支援事業）

R5 予算 9,900 9,900 R5

5,000 0 R5

単位区　　分 令和3年度

11

2,231

202,818

R5 予算

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19
新規就農者の確保は、持続可能な農業振興において必要不可欠な取組であり、就農を希望する相談者に対して包括的な相談業務を行う取組を

継続して行うことで、堺市基本計画2025の施策に位置づける「次世代につなげる農業の促進」を図るものである。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

農業技術指導に実績のある相談員を配置し、年間を通じて新規就農窓口を開設することによって、49名の新規就農を希望する相談者が来られた。

新型コロナウイルス感染症拡大による影響のため、新規に就農するために必要な条件を取得する研修等の受講機会が減少したことや農地のマッチング

を現地で行うこと等はできなかったが、全国的な問題として農業の担い手の確保に苦難している中、8名の新規就農者が営農を開始した。また相談件

数は引き続き目標値を達成しているため、事業としては順調に推移していると考える。

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等） ⓶における年間経費は会計年度任用職員報酬、職員手当及び旅費から算出

地域計画策定推進緊急対策事業

調査業務委託料

R4 決算 0 0 R4 決算

① 新規就農者数 人

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

予算

農地利用集積促進事業報奨金

農業次世代人材投資事業資金
R4 決算 7,162 0

農業者育成支援会議負担金
R4 決算

事業費

1,000

R5 予算 7,500 0 R5 予算 1,000

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

1,000

R4 決算 91 91

R5 予算 0 0 R5 予算

R4 決算 5,000 1,667

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 17,033 14,218 13,027 12,632 13,479

人件費  （ｂ） 20,500 20,500 20,500 20,500 20,250

受益者負担金(使用料、手数料等）　

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 53,440 46,344 47,233 43,671

令和5年度

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

事業費  (a)

13,641 10,495 17,000

市債

決算

32,940 25,844 26,733 23,171

44その他

府支出金　 15,84113

項　　　目
令和2年度 令和3年度 令和4年度

事務事業名

11,583

認定農業者制度事務交付金 66 43 65

財

源

内

訳

国支出金

農業担い手支援事業 事業番号 015-038

令和5年度　事務事業評価シート（２）

750 620

269 225

1,959 1,959


